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．はじめに

わが国には、自然環境や地形などの違いを背景として、形成・発展過程を異にする様々

なタイプの都市が存在する。このうち、明治期より鉄道、幹線道路などの整備が進み近代

工業の振興にも積極的で、製造業が高度成長期における経済発展の中心的役割を果たした

都市については、産業の空洞化が指摘されて久しい今日でも、ものづくり都市と呼ばれて

いるものが多い。これらの都市は、当然のように大都市圏の構成分子となり、産業基盤と

して製造業は裾野を広げていく過程で土地需要を高めるとともに、これと依存・補完関係

にもある住宅、商業などの用途の土地需要も高めていった。結果として、様々な利用用

途・規模の土地の混在が見られるものが多くなっている。これまで、都市計画分野におい

て、工業系と住宅系の土地利用の混在については、どちらかと言うと否定的な見方をされ

ることが多かったと思われる。現在、国が推進する立地適正化計画制度においても、医

療・福祉・子育て支援・教育文化・商業などの都市機能及び居住機能とこれら以外の機

能、つまり都市機能として挙げられた分野以外の働く場でもあるものづくり機能との連携

に関する配慮は十分とは思えない。しかし、近年は や を含む諸技術の進歩によ

り、 製造 、 ものづくり の概念も変化しつつある。また、既存都市の立地適正化を検

討するに当たっては複雑な利害関係の存在を与件とすべきであるが、都市の創造性、競争

力を高めるという観点からも、多様な土地利用の混在やものづくりの場と居住の場との位
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置関係について再評価が必要ではないかと考える。

以上により、本稿では、ものづくり都市の発展に資するため、その住宅市場の実態と製

造業等従業者の居住地選択に影響を及ぼし得る要因などに着目しつつ、多様な土地利用の

混在並びに製造業を念頭に置いた職と住の位置関係について再評価を試みる。対象とする

ものづくり都市については、近畿圏の中でも製造業の従業者及び売上額が多く、さらに中

小規模の製造業事業所も多く住宅等との混在による課題も少なくないという観点から東大

阪市を中心に取り上げる。具体的には、まず、先行研究をもとに筆者の都市観を明らかに

した上で本稿におけるものづくり都市の概念を整理し、外部性の内部化に関する議論を踏

まえて住工混在地域における土地利用上の課題の整理を行う。次に、賃貸マンション居住

に関する需要者層の意向調査の結果を踏まえて、大阪府を対象に募集家賃データを用いて

ヘドニック分析を実施し、工業・事業所密度等が家賃水準に及ぼす影響等を検証する。ま

た、勤労者世帯の居住地選択に関しては勤務先の経営方針等が影響を及ぼしている可能性

が高いとの認識から、東大阪市域等の中小製造業の経営者等を対象とするアンケート調査

により従業者の居住地の選択状況とその背景となり得る事項を把握し検討する。これらを

もとに、立地適正化のために都市計画手法を活用して職・住のすみ分けが図られることを

念頭に、主として公共経済学の視点から中小製造業側の課題を緩和しつつ、ものづくり都

市内の不動産流通を円滑化させていくための仕組みの整備に関して提案を行う。

．前提となる都市観等とものづくり都市

都市機能と居住機能の関係だけでなく、これらとものづくり機能との連携についても検

討すべきであるとの立場から立地適正化の研究を進めるに当たっては、その意義を丁寧に

説明する必要があろう。そのため、まず、前提となる筆者の都市観、社会経済観を明らか

にした上で、事例として東大阪市を用いながらものづくり都市の特徴を概観し、本稿にお

ける概念を整理する。

前提となる都市観

西嶋（ ））及びこれを基礎とした西嶋（ ））では、既に の都市国家

観に端を発する欧米の都市観について整理を行い、自身の都市観も明らかにしている。こ

の中で、とりわけ筆者が注目しているのが、より内面的で都市文明史的なアプローチを

行った と、より動的に都市を捉えた の都市観である。近代都市計画の父

のひとりに数えられる （ ）によると、本当の都市とは 市民のまちで自分た

ちの市役所で自治を行ない、しかも自分たちの生活を支配する精神的理想をも表現しているま

）西嶋（ ）， ページ参照。
）西嶋（ ）、 ページ参照。
） （ ）（西村他訳〔 〕、 ページ）参照。



） （ ）（中村・谷口訳〔 〕、 ページ）参照。
）西嶋（ ）、 ページ及び ページ参照。
）西嶋（ ）、 ページ参照。
） （ ）（水田訳〔 〕、 ページ）参照。

ち ）とされている。築かれた都市自体はそこでの生活や制度のための外殻にすぎないと

認識されており、都市は生体に類推され動的に捉えられている。 （ ）では、

動的な捉え方が複数の都市の関係に拡張され、長年活力を維持している都市の経済循環が

集約されて次のように示されている ）。

多種多量の輸入品を増大させる過程で多様な輸出品を生み出す時期

輸出品の産出が衰退するにつれて輸入代替が大きく爆発する時期

潜在力ある新しい輸出品が大幅に拡大し多様化した都市経済内部に生み出される時期

活発な輸出品を産出する時期（新しく多種多量の潜在的に代替可能な輸入品を獲得す

る時期）

都市相互間で流動的交易を行う限り、前例のない輸出品を生み出す局面にある都市は輸

入代替の局面にある顧客都市が必要であるため循環過程は一致しないという指摘であり、

都市が相互に創造的・共生的な連携をもつ場合に国家は発展することになる。また、都市

経済の停滞は適切な対処により自力修正が可能で、適切な修正は創造性を育むかどうかに

依存すると指摘されている。適切な修正は予期せぬものであることが多く、そのため常に

創造性を育む環境を維持することが重要であるとの観点から強調されているのが、より多

くの人々の交流の接点であり、高密度であることと多様性の確保である。

これらの都市観に共通する基本認識は、都市では多くの人々が生活の場を求めて集まり

定住しているということと、常に変化の過程にあるということであろう。そのため、都市

では多様な利害が存在し、時間の経過とともに複雑化する傾向があることは容易に想像さ

れよう。しかし、多様で複雑な利害がもたらす諸問題を克服していくのも、その都市で実

際に生活し活動する人々の役目であろう。筆者の都市観は、自由で自律的な市民観と表裏

一体の関係にあるものである。

前提となる社会経済観

西嶋（ ））や西嶋（ ））では、都市問題について議論する上で必要な社会経済

観についても整理し、公共経済学の視点から諸資源の効率的な配分を政策的判断の基準に

据える上でこれと整合的な効率性以外の平等に関する基準を明らかにしている。この中

で、とりわけ筆者が注目しているのが、利己的個人を社会へ統合する原理を導き出した

と、自助努力や自己責任を念頭に置く潜在能力アプローチを提唱した であ

る。

（ ）の 道徳感情論 では、同感（ ）という道徳概念が土台に据え

られ、この思慮が中立的な観察者（ ）の視点に置き換えられた上で、

これらに基礎を置く、利己的個人を前提とする社会経済秩序が描かれている ）。 の
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思想は、決して慈愛や正義を軽んじるものではなく、むしろ利己的個人による通常の努力

には適宜性は認められていないが、それが欺瞞であったとしても人間本性に由来するが故

の安定感が評価されて社会経済秩序の中心に置かれているのである。

においては、自由のうち実際の機会の側面（ ）は決定的に重要なものと

位置づけられるが、このような自由が潜在能力（ ）の概念である。人にとって

達成可能な諸機能の代替的組み合わせであり、人が生きたいと考える理由のある生き方を

し、自身がもっている真の選択・機会を向上させることのできる能力である ）。そのた

め、社会状態の判断基準として、その社会の構成員が享受している個人レベルの自由が注

目される。一方、 の潜在能力アプローチでは、個人の責任に代わって社会の責任を

認めると動機づけや個人の固有の立場が可能にする自己認識など多くの重要なものが失わ

れる可能性があるとの理由により、個人の責任も自己責任も非常に重視されている。ただ

し、責任のある人生をおくる能力は、本質的な自由と潜在能力を保有することをも要求す

るとされている ）。 自身により提示されている潜在能力アプローチの問題点として、

潜在能力集合全体に関する情報を集めることと直接的な観察の困難性がある。しかし、自

助努力や自己責任を念頭に置くこのような平等観は、本稿において自由で自律的な市民観

のもとに研究を進めるに当たり前提とすることが望ましいと考えている。

ものづくり都市の特徴を踏まえた概念整理 ─東大阪市を事例として─

自然状態、歴史や文化などの社会的側面、経済的側面、行政管轄のような形式面などの

共通性により把握される土地のまとまりは通常、地域と呼ばれている。このうち、人々が

生活、活動を継続させていく観点から一定の自己完結性を備えるものは都市と呼ばれるこ

とが多い。しかし、現在のところ、都市の確定的な定義は見当たらない。例えば、都市計

画分野の例では、都市の要件として、人口が一定規模あること、人口密度が高いこと、第

次産業及び第 次産業への就業率が高いこと、独立した行政能力をもつことが挙げられ

ている ）。当然、ものづくり都市についても明確な定義は見当たらないが、前記の地域や

都市についての一般的概念や都市計画分野における都市の要件を参酌すると、付加すべき

視点として次のものが考えられる。

都市の発展過程において製造業の果たした役割の大きさ（歴史的視点）

製造業の従業者の多さ（産業構造の視点）

製造業の売上額の多さ（経済基盤の視点）

製造業の事業所の多さや集積の程度（地理的・土地利用の視点）

以下では、ものづくり都市と呼ばれることの多い東大阪市を事例としてこれらの つの

視点から概観する。東大阪市をものづくり都市として位置づけることの妥当性を検討する

とともに、あわせて本稿におけるものづくり都市の概念を整理する。

まず、 は、主として市民の基本認識に及ぼす影響の大きさに着目するものである。東

） （ ）（石塚訳〔 〕、 ページ）及び （ ） 参照。
）石塚訳、前掲書、 ページ参照。
）加藤（ ）、 ページ参照。



）総務省統計局 平成 年経済センサス 基礎調査 により筆者が作成。

大阪市域の近世以降の歴史を概観すると、江戸時代に河内平野を南北に縦断していた大和

川が現在の位置に付替えられ、旧川床や池沼地は新田開発のため埋め立てられている。旧

川床では木綿も栽培され木綿産業が興り、山麓部では水車を利用した伸線業や農耕具、

鍋・釜の鋳造を中心とする鋳物産業が興っている。明治期・大正期には、大都市大阪市に

隣接していることから複数の鉄道が開通した。耕地整理や道路整備も進み、高度成長期に

は相対的に低い地価などを背景に、輸入資源等の加工の適地として、また、大阪市域から

の工業拡張や職人の独立開業により工業立地が進んだ。その結果、金属製品、生産用機械

器具をはじめとする多種多様な中小製造業が集積する都市として知られるようになってい

る。東大阪市の場合、伝統産業としての製造業の位置づけは大きくないものの、高度成長

期の旺盛な工業地需要を満たす条件に恵まれ、それに応えたという点で都市の発展過程に

果たした役割は大きいと考えられ、 の条件を満たしていると考えられる。

は、都市の産業としての製造業の位置づけを主として雇用面から捉えるものである。

表 をもとに東大阪市の位置づけを見ると、近畿 府 県の都市の中で従業者数は

位となっており、政令指定都市である堺市を上回っている。また、産業全体に占める製造

業従業者数の割合も政令指定都市及び中核市の中では高い。よって、東大阪市は の条件

を満たしていると考えられる。

は、都市の産業としての製造業の影響力を主として経済面から捉えるものである。表

をもとに東大阪市の位置づけを見ると、近畿 府 県の都市の中で民営事業所の売

上金額は 位となっており、著しく低いわけではないが、産業全体の民営事業所の売上金
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額の少ない尼崎市や明石市などを下回っている。ちなみに、産業全体の民営事業所の売上

金額では 位であり、これより順位を落としている最も大きな原因は産業全体に占める卸

売業・小売業の比率が高いためである。事業所の規模も影響している可能性があるが、

の条件から見ると、東大阪市はものづくり都市としての性格はやや弱いと考えられる。

は、都市における製造業の位置づけを主として土地利用の面から捉えるものである。

表 をもとに東大阪市の位置づけを見ると、近畿 府 県の都市の中で従業者 名以

）総務省統計局 平成 年国勢調査 、国土交通省 都市計画現況調査（平成 年調査結果）、経済産
業省 平成 年工業統計調査 、総務省統計局 平成 年住宅・土地統計調査 により筆者が作成。
）西嶋（ ）、 ページの表 より筆者が抜粋して作成。

表 市街化区域 当たりの製造業事業所数等 （上位 位））

表 市における用途地域の指定状況の比較（抜粋））



）総務省統計局 平成 年経済センサス 基礎調査 における製造業事業所数ベースで比較しても東大
阪市は で大阪市（ ）、京都市（ ）に次いで 位となっている。
）西嶋（ ）、 ページの表 より筆者が抜粋して作成。
）西嶋（ ）、 ページの表 より筆者が抜粋して作成。

上の製造業事業所数は 位となっており、政令指定都市である神戸市、京都市、堺市を上

回っている ）。また、市街化区域 当たりの従業者 名以上の製造業事業所数も 位

となっており密度も高く、 の条件を満たしていると考えられる。ちなみに、市街化区域

面積（用途地域の指定のある面積）が近似する尼崎市と比較すると、工業系の用途地域の

指定面積は狭いが、そのうちの準工業地域だけを見ると指定面積は広くなっている（表

参照）。同様に、固定資産税評価上の工業地区全体の面積は尼崎市より狭いが、その

うちの中小工場地区だけを見ると尼崎市よりも広くなっている（表 参照）。加え

て、固定資産資産税の課税家屋の棟数、床面積を比較すると、共に尼崎市を上回っている

（表 参照）。さらに、東大阪市、尼崎市共に市街化区域 当たりの住宅密度は

比較的高い（表 参照）。以上から推察できることは、東大阪市は、ものづくり都市

と位置づけるための条件の多くを備えているが、中小規模の製造業が相対的に多く、工業

系の土地利用と住宅系の土地利用の混在度が相対的に高いということであろう。都市が一

定の自己完結性を備えることを考え合わせると、製造業事業所数の多さやその密度の高さ

は、住宅系の土地利用との混在をも示唆していると言えよう。

まとめ

以上により、ものづくり都市の概念を整理する上で前記の の視点は有用と考えられる
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表 市における用途地区の区分状況の比較（抜粋））

表 市における課税家屋（工場・倉庫等）の棟数・床面積等の比較（抜粋））



ため、本稿におけるものづくり都市もこのような条件を重視することとする。本稿で扱う

ものづくり都市は、自由で自律的な市民の存在を基盤としている。都市の発展過程に果た

した役割や、産業構造、都市経済や土地利用面での位置づけの点で製造業の存在が市民の

基本認識に及ぼす影響は大きいが、その製造業も常に変化の過程にあり時に停滞する。軌

道修正に備えて創造性を育む環境を維持することが望まれるが、そのためにはより多くの

人々が交流できるように高密度、多様性を確保することが重要とされる。他方で、高密

度、多様性のある土地利用は負の外部性を伴いやすい。このような外部性の内部化を促す

仕組みの整備により社会の潜在能力を向上させることは平等の観点からも好ましいため、

次では外部性に起因する土地利用上の課題を緩和する上での論点などについて整理する。

．ものづくり都市における土地利用上の課題

明治政府が目指した近代資本主義の導入と工業の近代化は、強力な私的所有権を認めた

民法を後ろ盾に、建築自由の原則の採用に導いた。しかし、相互間で依存・補完関係も認

められる土地の利用はそもそも外部性を伴いやすい。異なる用途間では当然のように、同

じ用途間でも利用者・関係者の利害が絡むとしばしば対立が生じており、有効な外部性の

調整機能に対する都市社会の要望は大きい。そのため、まず、外部性の内部化に関する経

済学理論を確認した上で、土地利用に伴う外部性を調整する手段としての都市計画手法に

ついて概観する。その後に、先行研究をもとに住工混在地域における土地利用問題に関す

る論点の再整理を行い、都市計画手法の実効性を高める上での課題について検討する。

外部経済、外部性と内部化

（ ）では、単純競争下において社会的限界純生産物と私的限界純生産物が乖

離するケースとして次のような例が示されている。それは、 或る人 が第 の人 に、

有償の或る用益を提供する過程において、附随的にまた、他の人々に用益または損害を与

え、しかもその用益または損害は受益者側から支払いを厳しく取立てるとか、或いは被害

者側のために補償を強要するとかいうことができないような種類のもの ）である。これ

が、今日、外部経済・外部不経済といわれている概念である。このような乖離に対して

は、貨幣尺度での把握の難易は考慮外として、外部不経済を与える者には特別税を課し、

外部経済を与える者には奨励金を与えてこの離反を減少させる方法が提示されている。

一般的に、ある経済主体の行為や経済活動が当事者以外の第三者に影響を及ぼす性質が

外部性と呼ばれている。外部性が存在する場合、市場での価格は経済主体にとって適切な

行動指標として機能しえない可能性が高く、市場の機能によって最適な資源配分が達成さ

れないという観点から 市場の失敗 をもたらす主要な要因の つとして挙げられることが

多い。このような外部性を私的に解決するためには、養蜂家と果樹園経営者の例え話 ）

） （ ）（永田監、気賀・千種・鈴木・福岡・大熊訳〔 〕、 ページ）参照。



） （ ） 及び、丸山（ ）、 ページ参照。
） （ ） （宮沢・後藤・藤垣訳〔 〕、 ページ）及び、柴田・柴田
（ ）、 ページ参照。
）大西（ ）、 ページ参照。
）大西、前掲書、 ページ参照。
） 年の法改正で、地方公共団体の創意工夫により自由に特別用途地区の種類を定められるように
なったほか、条例制定により用途地域による一律的な用途制限を修正することも可能になっている。工
業系の特別用途地区の指定例としては、尼崎市の工業保全型特別工業地区（扶桑町 年 月）・住
工共存型特別工業地区（工業地域及び準工業地域の各一部 年 月）、東大阪市の工業保全地区
（川田 丁目・水走 丁目 年 月）などがある。
）内海（ ）、 ページに掲載された建設事務次官通達 都市計画法及び建築基準法の一部改正につ
いて （都計発第 号・ 年 月）の抜粋参照。市町村が地区計画を定める際には、住民の意向を反
映する手続と建築制限を行うための規則を市町村の条例に委ねる仕組みとなっている。詳細は、内海、
前掲書、 ページ参照。

のように、その影響が及ぶ範囲を含んだ規模の経済単位を形成する内部化が考えられる

が、権利を適切に割り当てることにより処理する方法も考えられる。他方、そのような方

法による場合、初期の権利の割り当てが資源配分の効率性に大きな影響を及ぼすのではな

いかという懸念も生じる。これに関して、外部性に対する自由な当事者間交渉を可能とす

るぐらい取引費用が低い場合には交渉により結果的に外部性は内部化されるため、初期の

権利の割当に関係なく効率的資源配分が達成されるという主張が （ ）によって

なされた ）。これが、いわゆるコースの定理である。ただし、交渉が不可能なほど取引費

用が高い場合には外部性は内部化されないため、初期の権利の割当は効率的資源配分に関

し重要な意味を持つことになる。

土地利用に伴う外部性と都市計画手法

わが国の都市計画関連法制度のうち、都市部における土地利用用途に起因する外部性の

抑制手段の基盤となっているのは用途地域制度であろう。用途地域制度は、 年に公布

された旧都市計画法及び市街地建築物法に基づいて導入されている。区分は、住居地域、

商業地域、工業地域及び未指定地の つで、住居地域、商業地域では一定規模以上の工場

の立地が禁止され工業地域のみで立地可能という内容となっていた ）。都市化・郊外化の

進行を背景に 年に制定された都市計画法では、第一種住居専用地域、第二種住居専用

地域、住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域、工業専用地域の 種

類に細分化された。 年の法改正では、住居系の用途地域が 種類から 種類に細分化

されて 種類に増やされた。しかし、用途の限定性は緩く各用途地域で用途の混在が生じ

る可能性があること、もともと用途限定の乏しい準工業地域が広く指定されていることに

より、良好な市街地を維持・形成する手段として十分とは言えないとの指摘もある ）。そ

の点で、近年では、用途地域を補完するものとして、地区の特性にふさわしい土地利用の

増進、環境の保護など特別の目的の実現を主眼とする特別用途地区の活用が進められてい

る ）。また、住宅系の用途に関しては、秩序ある開発や建築等が行われるように規制・誘

導することにより区域の特性に見合う良好な環境の街区の整備と保全を図ること意図して

創設された住民発意型の都市計画手法である地区計画制度の活用も進められている ）。

ものづくり都市の立地適正化に関する一考察



ところで、用途地域を含む地域地区の指定は、長期にわたり固定されなければならない

ものではない。都市計画区域については、概ね 年毎に都市計画に関する基礎調査が行わ

れ（都市計画法第 条）、その結果、都市計画を変更する必要が明らかになれば都道府県

または市町村は遅滞なく都市計画を変更しなければならないとされている（同法第

条）。他方で、建物の建築・投資には不可逆性があり、投資額も決して少なくない。その

ため、例えば用途地域の変更により建築可能な用途が限定されることになる場合にも、変

更前に合法的に建築された建物については、変更後は建築不可の用途であってもその状態

で存続する限り既得権が認められることになる（既存不適格建物）。地方公共団体におい

て用途地域の変更が検討される場合にも既存不適格建物が多くなるのであれば躊躇される

であろうし、実施されても目的を達成するまでには相当の期間を要することになろう。そ

のため、外部性の調整手段としての都市計画手法の実効性を高めるためには、建物の建替

え・更新や用途変更などの投資やその契機となる流通の円滑化を図ることが重要と考えら

れる。

住工混在地域における土地利用問題に関する論点整理

西嶋（ ）では、事業所数ベースではわが国の製造業の大半を中小事業者が占めて

いるという事実認識に基づき、瀧澤（ ）、高田（ ）などを参考に中小製造業の概

念と位置づけ、特徴について整理をしている ）。これらを踏まえて、中小製造業の集積地

や住工混在地域における土地利用にかかわる問題に関する論点を抽出する目的で、産業振

興面に主眼を置く研究分野と土地利用の規制・誘導に主眼を置く研究分野の両方について

先行研究のサーベイを行っている。産業振興面に主眼を置く先行研究としては阿部

（ ）、鎌倉（ ）、中村（ ）、木村（ ）を、土地利用の規制・誘導に主眼を

置く先行研究としては庄谷（ ）、和田（ ）、徳増・瀧口・村橋（ ）、梅村

（ ）を取り上げている ）。

まず、産業振興面に主眼を置く先行研究に関しては、都市の経済発展過程における産業

のイノベーションの重要性に鑑み、 ， ， ， （ ）

で示された つのパターン ）を念頭に検討を行っている。児玉（ ）によると、近

年、イノベーションの創出には多様な知識の融合が重要であるとする研究が多いとされて

いるが ）、阿部（ ）、木村（ ）でも同様の結果が提示されている。鎌倉（ ）

）西嶋（ ）、 ページ参照。
）詳細は、西嶋、前掲書、 ページ参照。なお、サーべイの対象とした、阿部（ ）、鎌倉
（ ）、中村（ ）、木村（ ）、庄谷（ ）、和田（ ）、徳増・瀧口・村橋（ ）、梅村
（ ）については末尾の参考文献を参照されたい。
） ・ ・ ・ （ ）、 参照。 つのパターンとは、

型、 型、 型を指す。 型は、同一産業
の集積（地域特化）で知識のスピルオーバーが生じ、独占状態がイノベーションに有利に働くと考え
る。 型も、地域特化で知識のスピルオーバーが生じるとするが、競争状態がイノベーションを
促進すると考える。 型は、多様な集積が知識の移転を生み、地域での競争がイノベーションと
成長を促進すると考える。
）児玉（ ）、 ページ参照。



）村本（ ）、 ページ参照。
）西嶋（ ）、 ページ参照。
）西嶋、前掲書、 ページ参照。

では明示的に取り扱われていないものの暗黙の前提とされているように思われ、中村

（ ）は少なくとも同質性には否定的と思われる。そのため、論点としては、産業集積

地そして都市・地域経済の衰退を食い止める、あるいは再生を図る上での機能のあり方が

挙げられよう。

一方、土地利用の規制・誘導に主眼を置く先行研究については、住工混在地域に関して

支持されている対策、手段に着目して検討を行っている。庄谷（ ）は地区計画制度創

設前の研究であり、総合対策であるべきことが唱えられ手段として地域まちづくり運動に

興味が向けられている。和田（ ）では規制の手段として地区計画制度が支持されてい

るが、都市計画と産業政策、住宅政策が一体となった総合的な対策の必要性も強調されて

いる。徳増・瀧口・村橋（ ）では工業特化地域と住工混在地域に区分・誘導すること

が提案されているが、土地利用の調整手段としては特別工業地区が支持されている。梅村

（ ）では明確に特別工業地区による操業環境保全策が支持されている。総じて、総合

的な対策の必要性が認識されているが、論点としては、手段として支持する都市計画手法

の違い、すなわち特別用途地区制度や地区計画制度の背景や性格の違いが挙げられよう。

都市計画手法の実効性を高める上での課題

前記の つの分野の先行研究の検討を通じて再認識されたのはおおよそ次の 点であ

る。第 に、ものづくり都市においては、変化を前提にして産業振興及び住工混在に起因

する諸問題の緩和を図っていく必要があるが、前提となる変化のスピード感は産業分野と

土地利用分野で異なる可能性が高いということである。第 に、関係経済主体の違いによ

り、注目される外部経済の及ぶ範囲も異なる可能性が高いということである。すなわち、

住工混在による外部経済の及ぶ範囲と中小製造業を主体とした地域コミュニティ活動によ

る外部経済の及ぶ範囲、さらに生産ネットワークによる外部経済の及ぶ範囲が一致する保

証はない。第 は、第 と第 から導き出されるが、問題解決を図っていく上で、特に中

小製造業では平常の生産活動とは質の異なる活動も求められる土地利用の適正化や土地・

建物等の流動化に関しては、外部からの支援が必要となる可能性が高いということであ

る。この点で、村本（ ）では、地域の中小企業を支援する支援組織の重要性が指摘さ

れている ）。

西嶋（ ）では、中小製造業の集積地や住工混在地域での課題の解決に向けて中小

製造業が自主的に取り組んでいくことを念頭に、これを促す具体的な機能・仕組みを検討

する上で必要となる情報の収集のためにアンケート調査を実施している ）。その結果、浮

き彫りになったことは、土地利用上の重大な問題に関して支援を求めたい相手方として専

門職業家が挙げられる一方で、中小製造業者と継続的に関係を持ちうる専門職業家が事実

上、税務・会計分野に限られるということである ）。前記のとおり、外部性の調整手段と

しての都市計画手法の実効性を高めるためには、建物の建替え・更新・用途変更などの投

ものづくり都市の立地適正化に関する一考察



資や土地・建物から構成される不動産の流通の円滑化を図ることが重要と考えられる。言

うまでもなく不動産の流通を担うのは不動産流通事業者であり、専門家としては現状では

不動産流通事業者に従事する宅地建物取引士ということになろう。そのため、特別用途地

区制度や地区計画制度などの都市計画手法を活用して住工混在地域における土地利用の調

整を図っていく上では、その前段階として、特に中小製造業者と不動産流通事業者の接点

を増やして相互に信頼を高めていく必要があると考える。

まとめ

土地利用に伴う外部性に関する取引費用は低いとは言えないため、外部性の抑制・調整

手段としての特別用途地区制度や地区計画制度などの都市計画手法には一定期待が寄せら

れている。しかし、ものづくり都市は常に変化の波に晒されているため、臨機応変に対応

することが難しい都市計画手法への依存度を高めることには効率的資源配分の観点から問

題があろう。自由で自律的な市民を前提とする上では、外部性に関する取引費用自体を低

下させることを含め、市場機能を活用する内部化の方法についても検討を進める必要があ

る。そのような観点でも、不動産流通の円滑化は重要な意味を持っていると考えられる。

．ヘドニック分析による検証

ものづくり都市において不動産流通の円滑化を図ることは、自由で自律的な市民を前提

とする上でも、外部性の調整手段としての都市計画手法の実効性を高める上でも望まし

い。不動産流通の円滑化を目指して具体的な方策を検討するに当たっては、その前段とし

て需要者層の選好や市場の状態などを把握しておくことが必要である。通常、工場の市場

規模は住宅や事務所・店舗と比較して小さく、取引の際には個別事情が絡むことも多いた

め、市場データを分析して需要者層の選好や市場の状態などを適切に把握することは難し

い。このような事情を踏まえ、前記の西嶋（ ）で実施したアンケート調査では、一

般的な回答者属性のほかに、主たる事業所の立地選択の背景、所有・利用の態様とこれら

についての当面の意向などについても質問している ）。一方、住宅については市場規模も

大きく、特に賃貸マンションについては住み替えサイクルも比較的短いことから利用可能

なサンプルも豊富である。そのため、賃貸マンション居住に関する需要者層の意向調査の

結果を踏まえて、大阪府を対象に募集家賃データを用いてヘドニック分析を実施し、その

結果をもとに工業・事業所密度等が家賃水準に及ぼす影響等を検証する。

賃貸マンション居住に関する需要者層の意向

調査の趣旨と概要

賃貸マンション居住に関する若年需要者層の大まかな意向を把握するとともに、募集家

）西嶋（ ）、 ページ参照。



）調査目的との関係で、初任地での生活を具体的に意識し始める時期という観点から、 年 月 日
月 日の期間に実施した。対象は、 の演習クラスに所属する学生で、担当教員より調査票を配布

し当該教員を介して回収した。配布数は 、回収数 （回収率 ％）。詳細は、西嶋（ ）、
ページ参照。
）設定した想定条件は、 卒業後、 年以内に仕事（勤務地）の都合により、貴方ひとりで賃貸マン
ション（ 室）を借りて暮らすことが必要になったと仮定します。このような状況を想定しながら、以
下の質問にお答え下さい というものである。

賃を用いたヘドニック分析の実施に当たり参考とするため、プレ調査の意味合いで筆者の

所属する大学の 年生を対象にアンケート調査を実施した ）。本調査では、無記名の選択

式アンケート形式を採用し、被験者によって勤務予定地が異なることから想定条件を設定

して尋ねている ）。質問分野は、次の つである。

前提となる毎月の住宅費の自己負担額等に関する事項

借りたい賃貸マンションの諸条件

仮に勤務地が大阪市中心部（梅田、難波周辺）に所在するとした場合の東大阪市域

に所在する物件（賃貸マンション）の位置づけ

については、 ・ に関する質問への回答に際して所得制約を意識してもらうため

に、家賃補助制度の有無も考慮して自己負担額、家賃水準の 段階で質問を設定してい

る。 については、必要と考える居室面積、勤務地までの片道所要時間の許容範囲、賃貸

マンションを選ぶ際に重視する建物・設備等に関する条件や立地条件について尋ねてい

る。

集計結果の要旨

ヘドニック分析実施のためのプレ調査という意味で興味深いことは、まず、勤務地まで

の片道所要時間の許容範囲についての質問に対して 分未満とした回答が過半を占めたこ

とである（図 参照）。卒業前、入社前という時期に実施した調査であり、地方都市

を想定する回答者も少なくないという要素を考慮しても、居住地選択時における通勤時間

に対する意識は高いと言えよう。賃貸マンションを選ぶ際に重視する建物・設備等に関す
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択一で質問し、集計結果をもとに筆者が作成。

図 勤務地までの片道所要時間の許容範囲 【 】



る条件や立地条件については、内訳として東大阪市域に所在する賃貸マンションの位置づ

けに関して選択候補になりえる（一部の場合を含む）と回答したもの（約 ％ 図

参照）を抽出して集計した（表 ・ 参照）。重視する建物・設備等に関する条

件については、回答者全体も東大阪市域所在物件は選択候補になりえると回答したもの

も、 防音・遮音性が高い 、 耐震性能が高い が 位以内に入っている。また、重視す

る立地条件については、共に スーパーまで徒歩 分以内 が 位、 コンビニまで徒歩

分以内が が 位を占めた。加えて、 周囲に騒がしい店舗がない 、 周囲は工場・作

業場が少ない 、 洪水や津波など自然災害の危険性が低い も 位を占めている。こ

のような結果により、若年需要者層は日常的な利便性、災害リスク、騒音等に対する意識

も高いと考えられる。

択一で質問し、集計結果をもとに筆者が作成。

図 東大阪市域に所在する賃貸マンションの位置づけ【 】

回答者全体【 】 東大阪市域所在物件は選択候補になりえる
と回答したもの【 】

表 重視する建物・設備等に関する条件（上位 位）



大阪府域における募集家賃データを用いたヘドニック分析

属性の価値とヘドニック分析

ヘドニック分析という用語は、複数の属性の束である財自体は市場で取り扱われている

が属性自体は市場で取り扱われない場合に、当該属性の価値を把握するために用いられる

分析手法全般を指すことが多い。自動車の例では、性能や品質の代理指標であるエンジン

の気筒数や変速機の種類、内装素材のグレード等の説明変数に自動車価格を回帰させるこ

とによりヘドニック価格関数を推計し、これにより属性の価値を求めるという手順が用い

られる。このようなヘドニック分析の方法論では、同種の財であれば異なる財といえども

多少は均質な部分の集合により構成され最低限共通の価格構造を持つであろうという推論

が前提となっている。

類似のヘドニック・アプローチという用語も、ヘドニック分析と同義で用いられること

がある。しかし、ヘドニック・アプローチは、需要者の地域間移動を前提とする地域比較

的な資本化仮説 ）を基盤とし、多くの便益の帰着先である地価に着目してその構成要素

として顕示された環境質（便益）の価値を評価する場合に用いられることが多い。本来、

ヘドニック・アプローチは、 （ ）で示されたように付け値関数を推定して、環

境改善に対する消費者の支払い容認額の意味での価値を測定すべきであるとされている。

しかし、付け値関数を実際に推定することは難しく、通常は推定が比較的容易な市場価格

関数を用いて近似値として環境質の価値が測定されている。具体的には、顕示選好と位置

ものづくり都市の立地適正化に関する一考察

回答者全体【 】 東大阪市域所在物件は選択候補になりえる
と回答したもの【 】

表 重視する立地条件

表 ・ は複数回答可として質問し、いずれも集計結果をもとに筆者が作成。

）通常、資本化仮説が成立するためには、次のすべての条件が満たされることが必要とされている。
多数の類似の選好をもつ需要者で経済が構成されている（同質性）。便益の及ぶ範囲が相対的に小さい
（小地域）。 需要者の自由な地域間移動を妨げる要因がない（開放地域）。 企業の自由な市場参入
を妨げる要因がない（自由参入）。 市場に歪みが存在しない最善の経済状態にある（歪みのない価格
体系）。詳細は、金本（ ）、 ページ参照。



づけられる土地の市場価格等データを被説明変数として、回帰分析により市場価格関数を

推定し、説明変数に用いた代理指標に対する係数から環境質の価値が類推されている ）。

本稿でのヘドニック分析の適用について

本稿においてヘドニック分析を採用する主旨は、ものづくり都市における不動産流通の

円滑化を目指して方策を検討するに当たり、その前段として需要者層の選好、特に製造業

の事業所・工場の混在に対する評価を家賃水準への影響を通して検証することである。そ

のため、便益評価レベルの厳密さが求められるわけではないが、土地と一体となって有用

性発揮している賃貸マンションの家賃データを用いて経済分析を試みるからには、これに

準じた取り組みを行うことが望ましいのは言うまでもない。

ところで、需要者層の選好を把握する上では、賃貸借契約に基づく成約データを用いる

ことが基本となる。しかし、賃貸マンションの借り手は個人が中心であることから、成約

住戸に関する情報はプライバシー保護及び個人情報保護の観点から取り扱いが極めて難し

い。そのため、豊富で詳細なデータが得られるという点を重視して、本稿においては、次

善策として、レインズ情報による新規募集住戸の家賃（募集家賃）及び当該住戸の諸条件

等に関するデータを採用する ）。また、ものづくり都市に立地する賃貸マンションの位置

づけを浮き彫りにして検証するという観点から、データの収集範囲は大阪府域全域とする。

分析方法・手順等について

賃貸マンションの家賃、管理費、共益費等のほか、属性データを作成するために必要な

所在地や駅名、築年月、登録日時のような基礎情報、並びに、徒歩（距離）、建物構造、

地上階層、所在階、専用使用面積、バルコニー方向についてはレインズ情報を採用した ）。

これらを用いて、被説明変数としては、 月額家賃・管理費等単価（円 ）を作成した ）。

また、説明変数としては、 最寄駅時間距離（分）、 大阪市北区ダミー 、 築年数

（年）、 木造・鉄骨造ダミー 、 地上階層 、 所在階 、 専用使用面積（ ）、 南向き

ダミー 、 角部屋ダミー 、 二方開口ダミー を作成した ）。さらに、プレ調査の結果も

参考にして、 大阪・梅田時間距離（分）、 なんば時間距離（分）、 震度 弱以上と

）西嶋（ ）、 ページ及び （ ）参照。
）ここでのヘドニック分析及び検証は、平成 年度東大阪市地域研究活動の一環として、公益社団法人
近畿圏不動産流通機構よりレインズ情報の提供を受けて実施している。
）レインズ情報は会員（宅地建物取引業者）が取引の相手方を探索するために生成されるものであり、
会員による物件登録の事実に基づいて管理されている。そのため、 つの募集住戸に対して複数の物件
登録が行われることがあり、所在地、建物名、部屋番号等の属性データの一致する複数のデータが存在
する場合は、登録日の新しいデータのみを採用している。また、採用項目に関してデータが欠落してい
るもの、明らかに異常値を示している登録データは除外している。
）例えば、不動産の鑑定評価では、敷金・保証金等の運用益及び礼金等の運用益及び償却額を加算した
実質賃料ベースで比較することが原則となっている。しかし、募集段階ではこれらの一時金に関する条
件は不確定要素も多いため、本稿の分析では基盤となる支払賃料部分のみを用いることにしている。他
方、近年は、管理費・共益費等込みの家賃表示も少なくないことから、これらを含めた月額家賃・管理
費等の 当たりの単価を被説明変数としている。
）ダミー変数は、該当する場合を 、該当しない場合を として計測する変数である。 大阪市北区ダ
ミー のように ダミー と表示している説明変数はダミー変数である。



） 大阪・梅田時間距離（分） 及び なんば時間距離（分） については、市販ソフト 駅すぱあ
と （株式会社ヴァル研究所）を用いて作成している。 震度 弱以上となる確率（ 年） について
は、国立研究開発法人防災科学技術研究所 地震ハザートカルテ 年版 により市役所・区役所・町
役場付近を抽出のうえ、当該市・区・町のサンプルに一律に用いている。洪水時の 浸水深（ ） に
ついても、大阪府 洪水国リスク表示図 により市役所・区役所・町役場付近を抽出のうえ、当該市・
区・町のサンプルに一律に用いている。 市街化区域 当たり工業・事業所数 及び 市街化区域
当たり飲食料品小売業・事業所数 の作成に当たっては、大阪市は 平成 年度土地利用現況調

査 の区毎の総面積を、大阪市以外は国土交通省 都市計画現況調査（平成 年調査結果） の市街化
区域面積を採用している。また、工業・事業所数は、大阪府 工業統計調査結果表（平成 年（
年）） 及び大阪市 大阪市内における工業の概況（平成 年工業統計調査） の区毎の事業所数を採用
している。さらに、飲食料品小売業・事業所数は、総務省統計局 平成 年経済センサス 基礎調査
の事業所数を採用している。なお、堺市については区別の市街化区域面積等が把握できなかったため、
市全体の市街化区域面積と各事業所数を採用して一律に用いている。
）例えば、京都市における商・住混在地及び住宅地の地価関数を推定した西嶋（ ）、東大阪市にお
ける中古マンション価格関数を推定した西嶋（ ）を参照されたい。

なる確率（ 年）、洪水時の 浸水深（ ）、 市街化区域 当たり工業・事業所

数 、 市街化区域 当たり飲食料品小売業・事業所数 を作成した ）。

また、賃貸マンション需給については、季節変動が生じる可能性があることから、分析

対象期間を 年 月 年 月期の ヶ月とし、データ数も考慮して月毎、 期に分

割した。このような手順により作成した被説明変数、ダミー変数以外の説明変数の要約統

計量は表 のとおりである。

なお、関数型については、試行結果に基づき次の一般的な線形回帰式（直線式）を採用

している。

被説明変数 説明変数

定数項 偏回帰係数 誤差項

分析結果の概要

変数選択を行って基本となる募集家賃関数を推定し、これを各月（期）のデータに適用

した結果は表 のとおりである。各月のサンプル数は と開きはあるが、

推定された募集賃料関数の精度（決定係数 ）は と概ね安定してお

り、採用した説明変数の内容を考えると比較的良好な水準にあると考えられる。説明変数

の有意性に関しては、外部要因では 大阪・梅田時間距離（分）、 最寄駅時間距離

（分）、 震度 弱以上となる確率（ 年）、 市街化区域 当たり工業・事業所数 、

市街化区域 当たり飲食料品小売業・事業所数 がすべての期で有意となった。内

部要因では 築年数（年）、 木造・鉄骨造ダミー 、 地上階層 、 所在階 、 専用使用

面積（ ）、 角部屋ダミー がすべての期で有意となった。

符号条件については、符号が負となっているのは 大阪・梅田時間距離（分）、 最

寄駅時間距離（分）、 震度 弱以上となる確率（ 年）、 市街化区域 当たり工

業・事業所数 、 築年数（年）、 木造・鉄骨造ダミー 、 専用使用面積（ ） である。

これらの結果は、直観的にも先行研究の結果と整合的である ）。また、符号が正となって
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表 要約統計量

集計結果をもとに筆者が作成。
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表 募集家賃関数

注 ）上段の値は偏回帰係数、中段の斜体で示した値は 値、下段の括弧内の値は標準誤差。
注 ） 印は 値 、 印は 値 を表している。

分析結果をもとに筆者が作成。



いるのは 市街化区域 当たり飲食料品小売業・事業所数 、 地上階層 、 所在階 、

角部屋ダミー である。 地上階層 が設備水準の高い大型・タワー型マンションなど

の代理指標になっている可能性が高いことを考えると、これらの結果についても整合的と

言える。

工業・事業所密度等が家賃水準に及ぼす影響等の検証

歴史のあるものづくり都市で生じやすい住工混在に関して、代理指標として 市街化区

域 当たりの工業・事業所数 を作成してヘドニック分析を行った結果、家賃水準に

及ぼす影響は負で、統計上有意な説明変数となった。ただし、被説明変数は募集家賃を用

いており、厳密には市場家賃と言えないため何らかの方法により検証が必要である。

本稿では、簡便な方法ではあるが、各月の募集家賃の平均値と成約家賃の平均値及び成

約事例の平均市場滞留期間の変化を比較することにより検証を試みた。その結果、平均市

場滞留期間は 日前後で大きな変化は見られず、転勤、入学等の時期と重なり市場が活性

化する 年 月期 月期については募集家賃の平均値と成約家賃の平均値の動きは概

ね同調していることが確認された（図 参照）。そのため、少なくともこの期間の募

集家賃関数については、市場動向を概ね反映していると解釈することができよう。その上

で、市・区・町毎に、ヘドニック分析に用いた つの説明変数と、賃貸共同住宅の空き家

率及び募集中の住戸に占める市場滞留期間 日超・ 日超の住戸の割合との相関係数を

算出した（表 参照）。その結果、いずれの説明変数についても明確な相関関係は認

められなかった。

以上により、 市街化区域 当たりの工業・事業所数 は家賃水準に負の影響を及

ぼしているものの、市場滞留期間には特に影響を及ぼしていないことが検証された。換言

すると、市場では家賃水準に折り込み済みであり、需要を弱め空室を増やす要因にはなっ

）レインズ情報をもとに筆者が作成。

図 募集家賃データと成約家賃データの比較 ）



ていないと推察される。

まとめ

募集家賃を用いたヘドニック分析のためのプレ調査の意味合で実施した賃貸マンション

居住に関する若年需要者層対象のアンケート調査結果と、これを踏まえて実施したヘド

ニック分析の結果は整合的であった。 洪水や津波など自然災害の危険性が低い や 周

囲は工場・作業場が少ない は、代理指標である 震度 弱以上となる確率（ 年） や

市街化区域 当たり工業・事業所数 が統計上も有意となったことから、市場では

認知されている要因と位置づけられよう。そうすると、勤務地までの片道所要時間の許容

範囲を 分未満とした回答が過半を占めたということに関しても、市場では考慮されてい

る可能性がある。この点については、本稿において職・住の位置関係について再評価を行

う上で、十分留意する必要があろう。

．従業者の居住地の選択状況とその背景等

教科書的な居住サービス市場の分析においては、合理的な需要者の意思決定は、所得制

約の下で市場価格（家賃）を唯一の指標としつつ当該サービスの消費による満足を最大に

するように振舞う姿（効用最大化行動）として描かれる。ところで、このような経済学的

分析の際には、需要者層（世帯）の所得については賃金・給与水準をベースに財産所得な

どが加味されて把握されることが多いと思われる。また、関連して税の影響が考慮される

場合にも全国一律の基本的な制度の範囲に止まることが多いと思われる。しかしながら、

現実の経済社会では、非課税扱いの通勤手当の支給や借り上げ社宅等の住宅費の軽減制度

の有無など、勤務先の雇用条件が勤労者世帯の居住サービスの消費に関する意思決定に少
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表 空き家率、市場滞留期間と工業・事業所密度等との相関係数（ 年 月期））

）以下の手順により、筆者が作成した。空き家率（賃貸共同住宅）は、総務省統計局 平成 年住宅・
土地統計調査 により、市・区・町毎に、分子には賃貸用の空き家・共同住宅の値を、分母には借家・
共同住宅に賃貸用の空き家・共同住宅を加えた値を用いて算出している。市場滞留期間 日超・ 日
超の割合については、 年 月期の大阪府域の在庫賃貸にかかるレインズ情報（約 件）を用い
て市・区・町毎に算出している。



なからず影響を及ぼしていると思われる。そのため、東大阪市域等の中小製造業を含む法

人の経営者等を対象とするアンケート調査の実施により、従業者の居住地の選択状況やそ

の背景となり得る事項及び職・住の位置関係に関する考えについて把握を試みる。

調査の概要と回答者の属性

調査の概要

法人の経営者・管理部門担当者を対象に、従業者の居住地の選択状況とその背景となり

得る事項及び職・住の位置関係に関する考えを把握するために、無記名の選択式アンケー

ト形式を採用して 年 月中旬 月中旬にかけてアンケート調査を実施した。本調査

は、東大阪市域だけでなく、最寄駅の属性など一部の項目の選択肢を変えることにより、

住工混在による課題に関して共通点が見られる尼崎市域も対象地域に加えて都市間比較が

可能なように設計している。質問分野については、次のとおりである。

法人の位置づけに関する事項

法人の主要事業所の立地条件等

設定条件に合致する従業者の居住地等

従業者の居住地選択の背景となり得る事項

職・住 の位置関係に関する事項

配布対象は、 年 月に実施した 土地利用上の課題等に関するアンケート調査 ）

の送付先である中小製造業等 （東大阪市 、尼崎市 ）に今回加えた東大阪市域の

法人（卸売業・小売業、医療・福祉など） ）の合計 である。最終的な配布数は

（東大阪市域 ，尼崎市域 ）、回収数は （回収率約 ％）であった。

法人の位置づけ、主要事業所の立地条件

法人の位置づけに関する事項としては、設立時期、業種、従業者数について尋ねてい

る。また、各種手当の支給など従業者の居住地選択の背景となり得る事項を尋ねる観点か

ら、従業者のうちの正職員等の人数についても尋ねており、全体及び東大阪市製造業・非

製造業、尼崎市製造業の別に集計した結果は図 のとおりである。法人の主要事業所

の立地条件等としては、最寄駅までの徒歩による所要時間などについて尋ねている（図

参照）。

従業者の居住地の選択状況

設定条件に合致する従業者の居住地等に関しては、将来を担う世代である 歳代と 歳

代の正職員等に注目して尋ねている。それぞれ、まず正職員等全員に占める該当する年代

の人数の割合について 概ね 超 ・ 概ね 超、 以下 ・ 概ね 以下 ・ 条

件に合致する従業者がいない のいずれに該当するのかを尋ねている。次に、その年代の

）西嶋（ ）、 ページ参照。
）インターネット上にホームページを開設し、事業内容等を詳しく公開している法人を抽出した。



正職員等のうち、対象市域に居住する者の割合について 概ね 超 ・ 概ね 超、

以下 ・ 概ね 以下 ・ 条件に合致する居住者がいない のいずれに該当するの

かを尋ねている。

これら正職員等の割合と市域居住者の割合を年代別にクロス集計した結果が表 ・

である。勤労者世代の年齢構成を考えると、 歳代・ 歳代の正職員等の正職員等

全員に占める割合のうち 概ね 以下 の区分のウエイトが共に大きいことは常識的に

理解できる。また、当該区分の内訳として、市域居住者の割合のうち 概ね 以下 の

区分のウエイトが相対的に大きいことについても、国勢調査における市内に従業する就業

者の常住地の状況の集計結果（表 ）と見比べると整合的と言えよう。 歳代及び

歳代の比較において特徴的と感じられるのは、特に東大阪市域の 歳代について正職員等

ものづくり都市の立地適正化に関する一考察

択一で質問し、集計結果をもとに筆者が作成。

図 正職員等の人数

択一で質問し、集計結果をもとに筆者が作成。

図 最寄駅までの徒歩による所要時間



表 歳代の正職員等の割合、市域居住者の割合

注） 括弧内の数値は、回答数を示している。

表 歳代の正職員等の割合、市域居住者の割合

注） 括弧内の数値は、回答数を示している。

表 ・ のいずれも択一で質問し、集計結果をもとに筆者が作成。



）総務省統計局 平成 年国勢調査 従業地・通学地による人口・産業等集計 により筆者が作成。

の割合が 概ね 以下 の区分で 条件に合致する居住者がいない が多いことであ

る。

居住地選択の背景となり得る事項

従業者の居住地選択の背景となり得る事項としては、通勤・住宅手当等に関する基本的

な考え、各種手当の支給状況・借り上げ社宅制度の有無、今後に向けた家族手当等の支給

に関する考えについて尋ねている。

通勤・住宅手当等に関する基本的な考えについては、意外に 通勤手当と住宅手当等を

関連づけて勤務条件を考えている との回答が少なく、大半が 通勤手当と住宅手当等に

ついてはそれぞれ別の方針に基づいて考えている という回答であった（図 参照）。

各種手当の支給状況・借り上げ社宅制度の有無に関しては、通勤手当については実費負

担的な考え方もあり非課税扱いとなり得ることから大半が支給しているという回答であっ

た（図 ）。配偶者手当についても、これまでのわが国の家族観等を背景に、社会保

険制度または税の取り扱いに準じて支給しているとの回答が過半を占めている（図

参照）。一方、住宅手当については、過半が 支給していない という回答であった。ま

た、代替手段と考えられる借り上げ社宅制度についても、東大阪市・非製造業の集計区分

を除くと 設けている という回答は少なかった（表 参照）。

なお、今後に向けた家族手当等の支給に関する考えについては、社会制度の動向に関係

なく 支給を続けていきたい とする回答が比較的多かった（図 参照）。

職・住の位置関係に関する考え

職・住の位置関係に関する考えについて、複数回答可として尋ねた結果は表 のと

おりである。共通の 位はワーク・ライフ・バランスの観点から職・住がある程度近接す

ものづくり都市の立地適正化に関する一考察

表 東大阪市内等で従業する就業者の常住地 ）



る都市構造は好ましいとする回答で、共通の 位は法人経営の観点から職・住が近接する

都市構造は好ましいとする回答であった。総じて職・住近接を支持する回答が上位を占め

たが、製造業の集計区分では、現況下での職・住近接に懸念を示す回答も少なくなかっ

た。

まとめ

本調査の結果の特徴は次のとおりである。 点目は、 歳代の東大阪市域の集計区分に

おいて正職員等の割合が 概ね 以下 の区分で市域居住者がいないとする回答が多い

ことである。 点目は、通勤手当と住宅手当は別の方針に基づいて考えているとする回答

択一で質問し、集計結果をもとに筆者が作成。

図 通勤・住宅手当等に関する基本的な考え

択一で質問し、集計結果をもとに筆者が作成。

図 鉄道・バス利用者に対する通勤手当の支給状況



が多いことである。 点目は、配偶者手当は過半が支給しており今後も続けたいとする回

答も少なくないが、住宅手当は過半に満たず借り上げ社宅制度を設けているという回答も

少ないことである。 点目は、職・住が 近接 または ある程度近接 する都市構造は

好ましいとする回答が比較的多いことである。 点目は、製造業では現況下での職・住近

接に懸念を示す回答も少なくないことである。背景等を検討すると納得できる部分も少な

くないが、全体を見渡すと社会環境は変化していることから、改善の余地もあるように考

えられる。

ものづくり都市の立地適正化に関する一考察

択一で質問し、集計結果をもとに筆者が作成。

図 配偶者手当の支給状況

表 住宅手当の支給・借り上げ社宅制度の有無

注） 括弧内の数値は、回答数を示している。
択一で質問し、集計結果をもとに筆者が作成。



．ものづくり都市の立地適正化に向けて

本稿のまとめとして、ものづくり都市の立地適正化に向けて基本的な考え方を整理した

上で、改めて先行研究による論点を確認する。ヘドニック分析による検証並びに従業者の

居住地の選択状況とその背景となり得る事項及び職・住の位置関係に関する考えについて

の検討を踏まえて、職・住の適切なすみ分けに貢献しうる提案を試みる。

立地適正化に向けての基本的な考え方

本稿で扱うものづくり都市は、自由で自律的な市民の存在を前提としこれを尊重する。

また、ものづくり都市では、製造業の存在や状況の市民の基本認識に及ぼす影響が大き

い。一方、製造業も経済社会の変容の中で常に変化に晒されているため、その活力を維持

し高めるために創造的であり続けることが望まれている。創造性を育むためには、多くの

人々の交流を可能とする高密度で多様性のある都市空間の確保、創出が重要と考えられて

おり、適度に住工等の土地利用が混在する地域についてはそのような都市空間の候補の

つと捉えることも可能であろう。しかし、高密度な土地利用、多様な土地利用の混在は負

の外部性を生じさせやすい。そのため、ものづくり都市の社会が自律的に外部性の内部化

を促す仕組みの整備を図ることは、効率的な資源配分を確保する観点だけでなく、社会の

潜在能力も向上し得るので自助努力や自己責任を念頭に置く平等・公平性の観点からも好

ましいと考えられる。

先行研究による論点の再確認

具体的に土地利用に伴う外部性の内部化を図っていく上では、ものづくり都市特有の課

題に対処する必要がある。その課題は、西嶋（ ）で実施した産業振興分野及び土地

利用分野に関する先行研究の検討結果より抽出された次の 点である。第 に、産業分野

択一で質問し、集計結果をもとに筆者が作成。

図 今後に向けた家族手当等の支給に関する考え



と土地利用分野では前提となる変化についてのスピード感が異なる可能性が高いというこ

とである。第 に、住工混在による外部経済の及ぶ範囲と中小製造業を主体とした地域コ

ミュニティ活動による外部経済の及ぶ範囲、さらに生産ネットワークによる外部経済の及

ぶ範囲が一致する保証はないということである。第 は、中小製造業についてはその特性

により土地利用の適正化や土地・建物等の流動化に関して外部からの支援が必要となる可

能性が高いということである。この点に関して、西嶋（ ）では、アンケート調査結

果の検討により、中小製造業者と土地利用の適正化や土地・建物等の流動化を支援する専

門職業家等とのマッチングを如何に図るかが実践面での課題であることを提示している。

ものづくり都市の立地適正化に関する一考察

表 職・住の位置関係に関する考え

注） 括弧内の数値は、回答数を示している。

複数回答可として質問し、集計結果をもとに筆者が作成。



職・住の適切なすみ分けに向けて

賃貸住宅市場並びに居住地選択状況及びこれに影響を及ぼし得る要因等の検討

本稿で実施した大阪府域の賃貸住宅市場の分析・検討結果によると、居住地周辺の工

業・事業所（工場）密度は家賃水準に負の影響を及ぼしているものの、市場での調整によ

り家賃水準に反映され需要量にはほぼ影響が及んでいないことが確認された。これと整合

する結果は、賃貸マンション居住に関する需要者層の意向調査からも得られている。一

方、東大阪市域の中小製造業者を主対象としたアンケート調査結果によると、東大阪市域

で従業する若い就業者層については、市域居住者の割合が他の世代より少ない可能性があ

ることが示されている。これとの因果関係は検証できていないが、現在の勤務環境に関し

ては、配偶者手当に比べて住宅手当を支給している事業者は少なく、借り上げ社宅制度を

導入している事業者はさらに限られることが示されている。また、通勤手当と住宅手当を

関連づけて勤務条件を考えている事業者は意外に少ないものの、職・住の位置関係につい

ての質問に対しては 近接 または ある程度近接 する都市構造を支持する回答が比較

的多いという結果も示されている。この点に関連して、前記需要者層の意向調査では、勤

務地までの片道所要時間の許容範囲を 分未満とした回答が過半を占めており、需要者側

にも職・住の 近接 または ある程度近接 を支持する者が少なくないことを示唆して

いる。

以上を考え合わせると、近年、東大阪市等の高密度な住工混在地域で生じている、先行

する工業系の土地利用と後発の開発者自身が現地に居住しない住宅系の土地利用との対立

には、関係者の住宅市場に対する認識不足が少なからず影響しているものと推察される。

職・住の適切なすみ分けに向けての提案

ものづくり都市の住工混在地域には、関係主体として、少なくとも、中小製造業者、住

宅の居住者（持ち家、賃貸）、建物所有者（製造業用、自己居住用、賃貸用）、土地所有者

（工場建物用、自用住宅用、賃貸住宅用）、不動産流通事業者及び行政が関与し得る。例

えば、工業系には特別用途地区制度、住宅系には地区計画制度を用いて街区単位で職・住

のすみ分けを図ることを考えると、少なからず、土地の移転・交換、建物の除去・更新、

移住などが生じるため、理論上、前記のすべての関係主体間で受益と負担の調整が必要に

なる。また、実際にこのような事業を行うためには、関係主体間の信頼関係が必要となる

が、現状では特に中小製造業者と不動産流通事業者の接点が限られているため、いきなり

このような事業の実施を考えることは現実的ではない。本稿では、そのための環境整備と

して、中小製造業者と不動産流通事業者の接点を増やして相互に信頼を高めていくための

方策を検討する。その場合、考慮すべき関係主体は、中小製造業者、中小製造業の従業者

である賃貸住宅の居住者、賃貸マンション所有者、不動産流通事業者及び行政部門に単純

化することが可能となる。結論から言うと、中小製造業者は、立地適正化に協力的な賃貸

）給与として課税されない要件等は、国税庁 タックスアンサー 、 特殊な給与 、分類コード
使用人に社宅や寮などを貸したとき （ ）

参照。



マンションに限り適切な条件による借り上げ社宅制度 ）を適用し、不動産流通事業者及

びその事業者団体は中小製造業者向けに借り上げ社宅事務支援サービスを提供することを

提案したい。空き家対策と連携すれば、対象住宅の範囲を広げることも可能である（表

参照）。この提案の要点の第 は、適切な条件下で運用される借り上げ社宅制度の場

合、実質的な家賃補助部分については補助を受ける従業者に対して課税されないため、雇

用者は給与の支給（負担）水準を変更することなく従業者の可処分所得を高めることが可

能なことである。

第 は、立地適正化に協力的な賃貸マンションに限り借り上げ社宅制度を適用すること

は、中小製造業者からすれば緩い用途規制により後発的に生じた外部性を賃貸マンション

所有者との交渉により内部化する意味合いがあり、結果的に立地適正化にも寄与し得る。

第 は、借り上げ社宅制度の導入は中小製造業者に新たな事務負担をもたらすことになる

ものづくり都市の立地適正化に関する一考察

表 便益帰着構成表を用いた借り上げ社宅事務支援と立地適正化施策等の連携イメージ ）



が、仮に従業者の可処分所得を高めることが従業者に評価されれば雇用の安定化に寄与す

ることになり、仕事と生活の調和の観点からも望ましい結果を期待し得る。第 は、不動

産流通事業者の多くも中小事業者であり、単独で借り上げ社宅事務支援サービスの標準化

を図るとコスト高となるが、事業者団体が関与して共同で取り組めばコストを抑えること

も可能であり、結果として安価に借り上げ社宅事務支援サービスを供給し得る。事業者団

体の中には公益社団格を有するところもあり、ビジネス展開を通して中小製造業者と会員

の接点を増やし相互に信頼を高めていくことに寄与し得るこのような取り組みは、その設

立趣旨にも適うものと考える。最後に、この提案は、市場機能を活用するものであり、そ

の機能を歪めるものではないし、基本的に行政側に新たな補助金支出等を強いるものでは

ない。そのため、公共経済学的な視点による都市政策・施策として適切なものと考えてい

る。

．おわりに

本稿では、ものづくり都市の発展に資するため、住宅市場の実態と製造業等従業者の居

住地選択に影響を及ぼし得る要因などに着目しつつ、主に東大阪市を事例に用いて多様な

土地利用の混在並びに製造業を念頭に置いた職と住の位置関係について再評価を試みた。

その結果、適度に住工等の土地利用が混在する地域については、創造性を育むための都市

空間の候補の つと捉えることが可能という認識に至り、高密度な土地利用、多様な土地

利用の混在がもたらす負の外部性について市場機能を活用して内部化する方策を検討し

た。特別用途地区制度や地区計画制度などの都市計画手法は、あくまで土地利用の規制・

誘導のための手段であり、その策定過程において市民の意見、住民の発案が反映されてい

ようとも、期待された民間投資が実行されなければ最終的に目的は達成し得ない。都市計

画手法を活用して住工混在地域における土地利用の調整、ひいては、ものづくり都市の立

地適正化を図っていくためには、関係主体間の接点を増やして相互に信頼を高めていく必

要があると考えて提案した次第である。今後、都市計画・住宅政策分野において、市場情

報及び市場本来の機能を積極的に活用する施策の検討が進められることを期待したい。
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